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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出しましたので、平成29年９月29日付をもって提出した有価証券届出書（以下

「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報により訂正するため、本訂正届出書を提出するも

のです。

 

２【訂正の内容】

　　原届出書の該当情報を、以下の内容に訂正します。

下線部分　　　は訂正部分を示します。

 

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

　１【ファンドの性格】

 

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

　　　　①～②（略）
　　　　③ファンドの特色
 
　　　　　※訂正後の内容を記載しています。
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（３）【運用体制】

 
　　※訂正後の内容を記載しています。
 

当社のファンドの運用体制は、以下のとおりです。

 

≪投資決定プロセス≫

①　信金中央金庫グループおよび内外の調査機関からの情報に基づき、投資環境等について当社独自の
綿密な調査・分析を行います。

②　投資政策委員会においては、ファンダメンタルズ分析、市場分析を踏まえて基本的な投資方針を策
定します。また、基本的な投資方針に基づき当面の運用に当たってのガイドラインを決定し、併せて
個別銘柄についての分析を行い、投資対象銘柄を選定します。

 
※ファンドの運用体制等は、今後変更となる場合があります。
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３【投資リスク】
 
※原届出書の「３　投資リスク」の参考情報については、以下の内容に更新、訂正します。
 
（参考情報）
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５【運用状況】
 
※原届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」については、以下の内

容に更新、訂正します。
 
　　以下は平成30年１月31日現在の運用状況です。
　　※投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価または評価金額の比率です。

※投資比率の内訳と合計は、端数処理の関係で一致しない場合があります。
 

（１）【投資状況】

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 3,631,579,580 97.19

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 104,935,445 2.81

合計（純資産総額） 3,736,515,025 100.00

 
その他の資産の投資状況

資産の種類 建別 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株価指数先物取引 買建 日本 110,370,000 2.95

(注)先物取引は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。
 
（２）【投資資産】
①【投資有価証券の主要銘柄】
（国内株式評価額上位30銘柄）

順

位
国／地域 種類 銘柄名 業種

数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機器 16,700 6,189.49 103,364,483 7,480.00 124,916,000 3.34

2 日本 株式 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ

銀行業 95,800 721.60 69,129,280 820.80 78,632,640 2.10

3 日本 株式 ソフトバンクグループ 情報・通信業 6,100 9,145.00 55,784,500 8,980.00 54,778,000 1.47

4 日本 株式 日本電信電話 情報・通信業 9,700 5,369.00 52,079,300 5,191.00 50,352,700 1.35

5 日本 株式 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 10,300 4,268.00 43,960,400 4,878.00 50,243,400 1.34

6 日本 株式 ソニー 電気機器 9,200 4,505.00 41,446,000 5,209.00 47,922,800 1.28

7 日本 株式 本田技研工業 輸送用機器 12,400 3,102.60 38,472,240 3,826.00 47,442,400 1.27

8 日本 株式 キーエンス 電気機器 700 51,868.00 36,307,600 66,430.00 46,501,000 1.24

9 日本 株式 任天堂 その他製品 900 36,500.00 32,850,000 47,970.00 43,173,000 1.16

10 日本 株式 ファナック 電気機器 1,300 22,275.00 28,957,500 29,475.00 38,317,500 1.03

11 日本 株式 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 184,400 199.41 36,771,204 205.30 37,857,320 1.01

12 日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信業 12,200 2,912.00 35,526,400 2,753.00 33,586,600 0.90

13 日本 株式 武田薬品工業 医薬品 5,100 5,763.00 29,391,300 6,415.00 32,716,500 0.88

14 日本 株式 キヤノン 電気機器 7,400 3,805.53 28,160,922 4,349.00 32,182,600 0.86

15 日本 株式 日本たばこ産業 食料品 8,500 3,812.00 32,402,000 3,612.00 30,702,000 0.82

16 日本 株式 信越化学工業 化学 2,400 10,125.00 24,300,000 12,410.00 29,784,000 0.80

17 日本 株式 日本電産 電気機器 1,700 11,595.00 19,711,500 17,450.00 29,665,000 0.79

18 日本 株式 三菱商事 卸売業 9,500 2,400.50 22,804,750 3,050.00 28,975,000 0.78

19 日本 株式 日立製作所 電気機器 33,000 734.70 24,245,100 866.40 28,591,200 0.77

20 日本 株式 小松製作所 機械 6,600 2,964.83 19,567,878 4,235.00 27,951,000 0.75

21 日本 株式 三菱電機 電気機器 13,700 1,643.00 22,509,100 1,992.50 27,297,250 0.73
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22 日本 株式 リクルートホールディングス サービス業 10,200 2,003.75 20,438,250 2,659.00 27,121,800 0.73

23 日本 株式 ＮＴＴドコモ 情報・通信業 9,900 2,622.94 25,967,106 2,704.50 26,774,550 0.72

24 日本 株式 東京海上ホールディングス 保険業 5,100 4,752.00 24,235,200 5,140.00 26,214,000 0.70

25 日本 株式 東日本旅客鉄道 陸運業 2,400 10,630.00 25,512,000 10,845.00 26,028,000 0.70

26 日本 株式 ブリヂストン ゴム製品 4,900 4,878.00 23,902,200 5,306.00 25,999,400 0.70

27 日本 株式 花王 化学 3,400 6,798.00 23,113,200 7,563.00 25,714,200 0.69

28 日本 株式 パナソニック 電気機器 15,700 1,518.00 23,832,600 1,619.00 25,418,300 0.68

29 日本 株式 セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 5,600 4,470.46 25,034,576 4,486.00 25,121,600 0.67

30 日本 株式 ダイキン工業 機械 1,900 11,838.05 22,492,295 13,095.00 24,880,500 0.67

 

投資有価証券の種類別投資比率  

投資有価証券の種類 投資比率（％）

株式 97.19

合計 97.19

 

業種別投資比率  

業種 投資比率（％）

水産・農林業 0.10

鉱業 0.32

建設業 3.12

食料品 4.19

繊維製品 0.68

パルプ・紙 0.26

化学 6.90

医薬品 4.27

石油・石炭製品 0.69

ゴム製品 0.96

ガラス・土石製品 1.04

鉄鋼 1.15

非鉄金属 0.98

金属製品 0.69

機械 5.69

電気機器 13.78

輸送用機器 8.58

精密機器 1.52

その他製品 2.17

電気・ガス業 1.44

陸運業 3.79

海運業 0.24

空運業 0.57

倉庫・運輸関連業 0.16

情報・通信業 7.00

卸売業 4.43
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小売業 4.50

銀行業 7.15

証券、商品先物取引業 1.03

保険業 2.16

その他金融業 1.18

不動産業 2.32

サービス業 4.11

合計(対純資産総額比) 97.19

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 
③【その他投資資産の主要なもの】

種類 取引所 資産名
買建／
売建

数量
(枚)

簿価
(円)

時価
(円)

投資比率
（％）

株価指数先物取引 大阪取引所
東証株価
指数先物

買建 6 107,952,500 110,370,000 2.95

（注）株価指数先物取引の時価については、原則として当該日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表
する清算値段または最終相場で評価しています。このような時価が発表されていない場合には、当
該日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しています。

 
（３）【運用実績】
 
①【純資産の推移】

平成30年１月末日、同日前１年以内における各月末および各計算期間末の純資産総額ならびに基準価

額の推移は以下のとおりです。

計算期間
純資産総額(円) 基準価額(円)

分配落 分配付 分配落 分配付

第１計算期間末
（平成13年７月18日） 5,021,478,424 5,021,478,424 7,900 7,900

第２計算期間末
（平成14年７月18日） 4,612,684,545 4,612,684,545 6,674 6,674

第３計算期間末
（平成15年７月18日） 4,196,324,276 4,196,324,276 6,173 6,173

第４計算期間末
（平成16年７月18日） 4,802,532,801 4,840,997,421 7,491 7,551

第５計算期間末
（平成17年７月19日） 10,696,378,820 10,737,342,783 7,834 7,864

第６計算期間末
（平成18年７月18日） 5,673,347,934 5,714,164,538 9,730 9,800

第７計算期間末
（平成19年７月18日） 5,602,099,416 5,645,611,582 11,587 11,677

第８計算期間末
（平成20年７月18日） 5,104,910,738 5,104,910,738 8,316 8,316

第９計算期間末
（平成21年７月21日） 6,272,724,016 6,272,724,016 6,022 6,022

第10計算期間末
（平成22年７月20日） 4,789,121,614 4,789,121,614 5,619 5,619
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第11計算期間末
（平成23年７月19日） 5,008,191,166 5,077,797,971 5,756 5,836

第12計算期間末
（平成24年７月18日） 4,663,217,848 4,663,217,848 5,063 5,063

第13計算期間末
（平成25年７月18日） 4,138,064,359 4,192,502,870 8,361 8,471

第14計算期間末
（平成26年７月18日） 3,987,504,288 4,043,033,748 8,617 8,737

第15計算期間末
（平成27年７月21日） 4,272,409,598 4,328,690,075 11,387 11,537

第16計算期間末
（平成28年７月19日） 3,758,842,419 3,758,842,419 9,169 9,169

第17計算期間末
（平成29年７月18日） 3,707,152,626 3,773,841,066 11,118 11,318

平成29年１月末日 3,650,967,927 ― 10,544 ―

平成29年２月末日 3,666,741,288 ― 10,639 ―

平成29年３月末日 3,630,550,611 ― 10,570 ―

平成29年４月末日 3,670,210,744 ― 10,698 ―

平成29年５月末日 3,761,842,853 ― 10,947 ―

平成29年６月末日 3,759,426,491 ― 11,262 ―

平成29年７月末日 3,758,679,786 ― 11,101 ―

平成29年８月末日 3,694,375,909 ― 11,091 ―

平成29年９月末日 3,652,869,456 ― 11,567 ―

平成29年10月末日 3,689,234,600 ― 12,185 ―

平成29年11月末日 3,743,576,904 ― 12,361 ―

平成29年12月末日 3,686,685,681 ― 12,542 ―

平成30年１月末日 3,736,515,025 ― 12,662 ―

（注）基準価額は受益権１口当たりの純資産額を１万口単位で表示したものです。
 
②【分配の推移】

計算期間 １万口当たりの収益分配金（円）

第１期 平成12年７月19日から平成13年７月18日 0

第２期 平成13年７月19日から平成14年７月18日 0

第３期 平成14年７月19日から平成15年７月18日 0

第４期 平成15年７月19日から平成16年７月20日 60

第５期 平成16年７月21日から平成17年７月19日 30

第６期 平成17年７月20日から平成18年７月18日 70

第７期 平成18年７月19日から平成19年７月18日 90

第８期 平成19年７月19日から平成20年７月18日 0

第９期 平成20年７月19日から平成21年７月21日 0

第10期 平成21年７月22日から平成22年７月20日 0

第11期 平成22年７月21日から平成23年７月19日 80

第12期 平成23年７月20日から平成24年７月18日 0

第13期 平成24年７月19日から平成25年７月18日 110

第14期 平成25年７月19日から平成26年７月18日 120

第15期 平成26年７月19日から平成27年７月21日 150
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第16期 平成27年７月22日から平成28年７月19日 0

第17期 平成28年７月20日から平成29年７月18日 200

 
③【収益率の推移】

計算期間 収益率（％）

第１期 平成12年７月19日から平成13年７月18日 △21.00

第２期 平成13年７月19日から平成14年７月18日 △15.51

第３期 平成14年７月19日から平成15年７月18日 △7.51

第４期 平成15年７月19日から平成16年７月20日 22.32

第５期 平成16年７月21日から平成17年７月19日 4.98

第６期 平成17年７月20日から平成18年７月18日 25.10

第７期 平成18年７月19日から平成19年７月18日 20.01

第８期 平成19年７月19日から平成20年７月18日 △28.23

第９期 平成20年７月19日から平成21年７月21日 △27.59

第10期 平成21年７月22日から平成22年７月20日 △6.69

第11期 平成22年７月21日から平成23年７月19日 3.86

第12期 平成23年７月20日から平成24年７月18日 △12.04

第13期 平成24年７月19日から平成25年７月18日 67.31

第14期 平成25年７月19日から平成26年７月18日 4.50

第15期 平成26年７月19日から平成27年７月21日 33.89

第16期 平成27年７月22日から平成28年７月19日 △19.48

第17期 平成28年７月20日から平成29年７月18日 23.44

第18期（中間） 平成29年７月19日から平成30年１月18日 16.40

（注）収益率とは、計算期間末の基準価額（分配付きの額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準

価額（分配落ちの額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除

して得た額に100を乗じて得た数です。なお、第１計算期間については、直前の計算期間の基準価額

を10,000円として計算しています。

 

（４）【設定及び解約の実績】

計算期間 設定数量(口) 解約数量(口)

第１期 平成12年７月19日から平成13年７月18日 8,993,680,314 2,637,260,285

第２期 平成13年７月19日から平成14年７月18日 1,379,082,268 824,249,417

第３期 平成14年７月19日から平成15年７月18日 3,761,795,209 3,875,197,862

第４期 平成15年７月19日から平成16年７月20日 1,133,564,466 1,520,644,578

第５期 平成16年７月21日から平成17年７月19日 8,719,041,546 1,475,157,122

第６期 平成17年７月20日から平成18年７月18日 4,925,371,569 12,749,082,663

第７期 平成18年７月19日から平成19年７月18日 2,627,585,163 3,623,843,411

第８期 平成19年７月19日から平成20年７月18日 2,821,446,031 1,517,510,938

第９期 平成20年７月19日から平成21年７月21日 5,126,053,339 847,833,033

第10期 平成21年７月22日から平成22年７月20日 1,045,834,900 2,939,240,777

第11期 平成22年７月21日から平成23年７月19日 1,164,598,918 987,182,949

第12期 平成23年７月20日から平成24年７月18日 2,912,758,463 2,402,765,118

第13期 平成24年７月19日から平成25年７月18日 1,431,778,317 5,693,666,777

第14期 平成25年７月19日から平成26年７月18日 1,456,536,543 1,778,037,082
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第15期 平成26年７月19日から平成27年７月21日 1,395,267,463 2,270,690,649

第16期 平成27年７月22日から平成28年７月19日 779,358,774 432,010,424

第17期 平成28年７月20日から平成29年７月18日 988,793,248 1,753,751,402

第18期（中間） 平成29年７月19日から平成30年１月18日 163,446,457 555,634,439

（注）設定数量には、当初募集期間中の設定口数を含みます。
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（参考）運用実績
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３【ファンドの経理状況】

※原届出書の内容に、以下の情報を追加します。

 

【中間財務諸表】

 

１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の３及び第57条の２の規定により、「投資信託財産の計算に

関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、当中間計算期間（平成29年７月19

日から平成30年１月18日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による中間

監査を受けております。
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中間財務諸表

 

しんきんトピックスオープン

 

（１）【中間貸借対照表】

区分
注記
番号

前計算期間末
(平成29年７月18日現在) 注記

番号

当中間計算期間末
(平成30年１月18日現在)

金額（円） 金額（円）

資産の部     

流動資産     

コール・ローン  124,664,718  113,270,762

株式  3,657,759,040  3,704,696,582

派生商品評価勘定  1,175,680  4,782,500

未収配当金  4,276,519  4,577,550

差入委託証拠金  3,465,000  2,325,000

流動資産合計  3,791,340,957  3,829,652,394

資産合計  3,791,340,957  3,829,652,394

負債の部     

流動負債     

派生商品評価勘定  33,240  ―

前受金  1,465,000  5,232,500

未払収益分配金  66,688,440  ―

未払解約金  ―  611,054

未払受託者報酬  1,986,641  2,016,759

未払委託者報酬  13,906,411  14,117,252

未払利息  305  293

その他未払費用  108,294  108,000

流動負債合計  84,188,331  22,085,858

負債合計  84,188,331  22,085,858

純資産の部     

元本等     

元本 ※1，※2 3,334,422,044 ※1，※2 2,942,234,062

剰余金     

中間剰余金又は中間欠損金（△）  372,730,582  865,332,474

（分配準備積立金）  846,444,851  710,775,468

元本等合計  3,707,152,626  3,807,566,536

純資産合計  3,707,152,626  3,807,566,536

負債純資産合計  3,791,340,957  3,829,652,394
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

区分
注記
番号

前中間計算期間
(自　平成28年７月20日
　至　平成29年１月19日)

注記
番号

当中間計算期間
(自　平成29年７月19日
　至　平成30年１月18日)

金額（円） 金額（円）

営業収益     

受取配当金  44,174,837  34,241,793

有価証券売買等損益  560,400,095  530,837,629

派生商品取引等損益  21,901,320  10,862,080

その他収益  47,079  29,817

営業収益合計  626,523,331  575,971,319

営業費用     

支払利息  61,757  33,441

受託者報酬  2,293,104  2,016,759

委託者報酬  16,051,675  14,117,252

その他費用  111,730  109,027

営業費用合計  18,518,266  16,276,479

営業利益又は営業損失（△）  608,005,065  559,694,840

経常利益又は経常損失（△）  608,005,065  559,694,840

中間純利益又は中間純損失（△）  608,005,065  559,694,840

一部解約に伴う中間純利益金額の
分配額又は一部解約に伴う中間純
損失金額の分配額（△）

 51,502,096  34,199,907

期首剰余金又は期首欠損金（△）  △340,537,779  372,730,582

剰余金増加額又は欠損金減少額  81,150,289  28,103,761

中間一部解約に伴う剰余金増加額又
は欠損金減少額

 81,150,289  ―

中間追加信託に伴う剰余金増加額又
は欠損金減少額

 ―  28,103,761

剰余金減少額又は欠損金増加額  63,196,858  60,996,802

中間一部解約に伴う剰余金減少額又
は欠損金増加額

 ―  60,996,802

中間追加信託に伴う剰余金減少額又
は欠損金増加額

 63,196,858  ―

分配金  ―  ―

中間剰余金又は中間欠損金（△）  233,918,621  865,332,474
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（３）【中間注記表】

 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及
び評価方法

株式
　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評
価にあたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のない
ものについては、それに準ずる価額）、又は金融商品取引業者等から
提示される気配相場に基づいて評価しております。

２．デリバティブ等の評価
基準及び評価方法

先物取引
　個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ
たっては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる取引所の発
表する清算値段又は最終相場によっております。

 
（中間貸借対照表に関する注記）

区分
前計算期間末

（平成29年７月18日現在）
当中間計算期間末

（平成30年１月18日現在）

※１ 信託財産に係る期首元

本額、期中追加設定元
本額及び期中一部解約
元本額

期首元本額
4,099,380,198円

期中追加設定元本額
988,793,248円

期中一部解約元本額
1,753,751,402円

期首元本額
3,334,422,044円

期中追加設定元本額
163,446,457円

期中一部解約元本額
555,634,439円

 
※２ 中間計算期間末日にお

ける受益権の総数

 
3,334,422,044口

 
2,942,234,062口

 
（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

前中間計算期間
（自 平成28年７月20日

至 平成29年１月19日）

当中間計算期間
（自 平成29年７月19日

至 平成30年１月18日）

該当事項はありません。 　同左

 
（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

区分
前計算期間末

（平成29年７月18日現在）
当中間計算期間末

（平成30年１月18日現在）

１．中間貸借対照表計上額、時
価及びその差額

時価で計上しているため、その
差額はありません。

同左
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２．時価の算定方法 (１)有価証券
（重要な会計方針に係る事

項に関する注記）に記載して
おります。
 

(２)デリバティブ取引
（デリバティブ取引等に関

する注記）に記載しておりま
す。

 
(３)有価証券及びデリバティブ取

引以外の金融商品
有価証券及びデリバティブ

取引以外の金融商品は、短期
間で決済され、時価は帳簿価
額と近似していることから、
当該金融商品の帳簿価額を時
価としております。

(１)有価証券
同左
 
 
 

(２)デリバティブ取引
同左
 
 
 

(３)有価証券及びデリバティブ取
引以外の金融商品
同左

３．金融商品の時価等に関する
事項についての補足説明

 

金融商品の時価には、市場価格
に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価
額の算定においては一定の前提条
件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価
額が異なることもあります。ま
た、デリバティブ取引に関する契
約額等はあくまでもデリバティブ
取引における名目的な契約額であ
り、当該金額自体がデリバティブ
取引のリスクの大きさを示すもの
ではありません。

同左

 
（デリバティブ取引等に関する注記）
取引の時価等に関する事項

（株式関連）

 （単位：円）

区分 種類

前計算期間末
（平成29年７月18日現在）

契約額等
 

時価 評価損益
うち１年超

市場取引
株価指数先物取引

買建 112,250,000
 
－ 113,400,000 1,150,000

合計 112,250,000 － 113,400,000 1,150,000

 

  （単位：円）

区分 種類

当中間計算期間末
（平成30年１月18日現在）

契約額等
 

時価 評価損益
うち１年超

市場取引
株価指数先物取引

買建 89,142,500
 
－ 93,925,000 4,782,500

合計 89,142,500 － 93,925,000 4,782,500
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（注）時価の算定方法
１．中間計算期間末日に知りうる直近の日の、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場

で評価しております。
２．先物取引の残高表示は、契約額ベースであります。
３．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。

 
（１口当たり情報）

前計算期間末
（平成29年７月18日現在）

当中間計算期間末
（平成30年１月18日現在）

１口当たり純資産額　1.1118円
（１万口当たり純資産額　11,118円）

１口当たり純資産額　1.2941円
（１万口当たり純資産額　12,941円）
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２【ファンドの現況】

 
　【純資産額計算書】
 
 ＜訂正前＞

 平成29年７月31日現在

Ⅰ　資産総額 3,759,900,188 円

Ⅱ　負債総額 1,220,402 円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ―Ⅱ) 3,758,679,786 円

Ⅳ　発行済数量 3,386,022,642 口

Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.1101 円

 
 ＜訂正後＞

 平成30年１月31日現在

Ⅰ　資産総額 3,744,700,881 円

Ⅱ　負債総額 8,185,856 円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ―Ⅱ) 3,736,515,025 円

Ⅳ　発行済数量 2,951,063,746 口

Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.2662 円
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第三部【委託会社等の情報】

 

第１【委託会社等の情報】
 
２【事業の内容及び営業の概況】

 

　　※訂正後の内容を記載しています。

 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である当社は、証券投資信託の設

定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行い

ます。また、「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業に係る業務の一部および投資助言業務

を行います。

委託会社の運用する証券投資信託は、2018年１月31日現在、以下のとおりです。

（親投資信託を除きます。）

  (単位：百万円)

種類 本数 純資産総額

追加型株式投資信託 60 817,284

単位型公社債投資信託 3 15,343

単位型株式投資信託 30 102,207

合計 93 934,835

　(注)純資産総額は百万円未満を切り捨てしています。
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３【委託会社等の経理状況】

平成29年９月29日付をもって提出した有価証券届出書につきまして、委託会社が第28期事業年度の中

間決算を迎えたことに伴い、原届出書の「第三部　委託会社等の情報」「第１　委託会社等の概況」

「３　委託会社等の経理状況」の該当部分を、以下のとおり訂正するとともに、末尾に「２中間財務諸

表」を追加します。

 

＜訂正前＞

１．当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令

第59号）、ならびに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成

19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

 

２．財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（平成28年4月1日から平成

29年3月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

 

＜訂正後＞

１．　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）、ならびに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平

成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号）ならびに同規則第38条および第57条の規定により「金融商品取引業等に関する内閣

府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 

２．　財務諸表および中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、事業年度（平成28年4月1日から平成

29年3月31日まで）の財務諸表ならびに中間会計期間（平成29年4月1日から平成29年9月30日ま

で）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査および中間監査を受けておりま

す。

 

 

    次へ
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　２　中間財務諸表
 
　（１）中間貸借対照表

当中間会計期間末
平成29年9月30日

科　　　目 金　額

 
 
 

千円 千円

（資産の部）   

流動資産   

現金・預金  3,893,485

前払費用  24,986

未収委託者報酬  461,811

未収運用受託報酬  15,610

未収収益  39

繰延税金資産  
30,791

 

その他の流動資産  764

流動資産計  4,427,488

固定資産   

有形固定資産   ＊１  100,694

建物 76,614  

器具備品 24,079  

無形固定資産  53,583

ソフトウェア 52,025  

電話加入権 959  

その他 598  

投資その他の資産  2,952

長期前払費用 2,952  

固定資産計  157,230

資産合計  4,584,719
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当中間会計期間末
平成29年9月30日

科　　　目 金　額

 千円 千円

（負債の部）   

流動負債   

未払金  331,157

未払手数料 279,483  

その他未払金 51,673  

未払法人税等  169,238

未払消費税等　＊２  24,574

未払事業所税  976

前受収益  86,672

賞与引当金  61,408

その他の流動負債  3,027

流動負債計  677,053

固定負債   

退職給付引当金  99,017

役員退職慰労引当金  9,956

固定負債計  108,973

負債合計  786,027

（純資産の部）   

株主資本  3,798,691

資本金  200,000

利益剰余金  3,598,691

利益準備金 2,000  

その他利益剰余金 3,596,691  

別途積立金 3,080,000  

繰越利益剰余金 516,691  

純資産合計  3,798,691

負債・純資産合計  4,584,719
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　（２）中間損益計算書

当中間会計期間
　自　平成29年4月 1日

　至　平成29年9月30日

科　　　　目 金　額

 千円 千円

営業収益   

委託者報酬  2,433,392

運用受託報酬  89,074

営業収益計  2,522,467

営業費用   

支払手数料  1,197,777

広告宣伝費  10,581

調査費  248,306

調査研究費 173,976  

委託調査費 74,329  

営業雑経費  39,866

印刷費 36,263  

郵便料 84  

電信電話料 1,155  

協会費 2,362  

営業費用計  1,496,531

一般管理費   

給料  245,445

役員報酬 20,999  

給料・手当 181,467  

賞与 984  

法定福利費 37,240  

福利厚生費 2,122  

その他給料 2,630  

賞与引当金繰入  61,408

退職給付費用  28,885

役員退職慰労引当金繰入  3,767

交際費  1,216

旅費交通費  3,959

租税公課  11,916

不動産賃借料  31,520

固定資産減価償却費 ＊１  23,697

諸経費  84,334

一般管理費計  496,151

営業利益  529,783

営業外収益   

受取利息  63

その他営業外収益  300

営業外収益計  363
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営業外費用   

雑損失  274

営業外費用計  274

経常利益  529,873

 

当中間会計期間
　自　平成29年4月 1日

　至　平成29年9月30日

科　　　　目 金　額

 千円 千円

税引前中間純利益  529,873

法人税、住民税および事業税  159,274

法人税等調整額  2,417

中間純利益  368,181
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　（３）中間株主資本等変動計算書
当中間会計期間（自　平成29年4月1日　至　平成29年9月30日）

（単位：千円）

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本

合計利益

準備金

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 200,000 2,000 2,350,000 878,510 3,230,510 3,430,510 3,430,510

当中間期変動額        

新株の発行 ― ― ― ― ― ― ―

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ―

別途積立金の積立 ― ― 730,000 △730,000 ― ― ―

別途積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― ―

中間純利益 ― ― ― 368,181 368,181 368,181 368,181

株主資本以外の項目の当

中間期変動額（純額）
― ― ― ― ― ― ―

当中間期変動額合計 ― ― 730,000 △361,818 368,181 368,181 368,181

当中間期末残高 200,000 2,000 3,080,000 516,691 3,598,691 3,798,691 3,798,691
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　重要な会計方針

項　　目
当中間会計期間

　自　平成29年4月 1日

　至　平成29年9月30日

1.固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産
定額法を採用しております。主な耐用年数は以下のと

おりです。
建　　物　　3年～50年
器具備品　　3年～20年

 
(2)無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しておりま
す。

2.引当金の計上基準 (1)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。
 
(2)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末に

おける退職給付債務を計上しております。なお、退職給
付引当金の対象従業員が300名未満であるため、簡便法に
よっており、退職給付債務の金額は当中間会計期間末に
おける自己都合要支給額としております。

 
(3)役員退職慰労引当金
当社常勤役員の退職慰労金の支給に充てるため、「常

勤役員退職慰労金規程」に基づく当中間会計期間末要支
給額を計上しております。

3.その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。
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　注記事項
　（中間貸借対照表関係）

項　　目
当中間会計期間末
平成29年9月30日

＊１　有形固定資産の減価償却累計額 建物 60,617千円

器具備品 34,429千円

＊２　消費税等の取扱い
 

仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、
「未払消費税等」として表示しております。

 
　（中間損益計算書関係）

項　　目
当中間会計期間

自　平成29年4月 1日

至　平成29年9月30日

＊１　減価償却実施額 有形固定資産 6,588千円

無形固定資産 17,109千円

 

　（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成29年4月1日　至　平成29年9月30日）

発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 4 ― ― 4

計 4 ― ― 4
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　(金融商品関係)

当中間会計期間末（平成29年9月30日）

金融商品の時価等に関する事項

　平成29年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の通りで

あります。

（単位：千円）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金・預金 3,893,485 3,893,485 ―

(2)未収委託者報酬 461,811 461,811 ―

(3)未収運用受託報酬 15,610 15,610 ―

資産計 4,370,907 4,370,907 ―

(4)未払手数料 279,483 279,483 ―

(5)その他未払金 51,673 51,673 ―

(6)未払法人税等 169,238 169,238 ―

(7)未払消費税等 24,574 24,574 ―

(8)未払事業所税 976 976 ―

負債計 525,945 525,945 ―

　(注) 金融商品の時価の算定方法

　　(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(4)未払手数料、(5)その他未払金、

(6)未払法人税等、(7)未払消費税等、(8)未払事業所税

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。
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　（セグメント情報等）

当中間会計期間（自　平成29年4月1日　至　平成29年9月30日）

１．セグメント情報

　当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

２．関連情報

（１）製品・サービスごとの情報

　　当社の製品・サービス区分の決定方法は、中間損益計算書の営業収益の区分と同一である

ことから、製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。

（２）地域ごとの情報

①売上高

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の90％を超える

ため、地域ごとの営業収益の記載を省略しております。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超

えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

（３）主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益

信金中央金庫 74,620

なお、営業収益の金額は、運用受託報酬について表示しております。
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　（１株当たり情報）

当中間会計期間
自　平成29年4月 1日

至　平成29年9月30日

 
 

１株当たり純資産額 949,672円97銭

１株当たり中間純利益 92,045円32銭

 
潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。
 

(注)算定上の基礎

１株当たり中間純利益  

中間純利益 368,181千円

普通株主に帰属しない金額 ― 千円

普通株式に係る中間純利益 368,181千円

期中平均株式数 4,000株

 

 

　（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成２９年６月９日

しんきんアセットマネジメント投信株式会社

　取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士 南波　秀哉　　印

   
指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士 岩崎　裕男　　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理状況」に掲げられているしんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成２８年４月１日から

平成２９年３月３１日までの第２７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検

討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、しんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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    次へ
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成２９年１２月１９日
しんきんアセットマネジメント投信株式会社
　取締役会　　御　中
 

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士　南波　秀哉　　印

  
指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士　小松﨑　謙　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会
社等の経理状況」に掲げられているしんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成２９年４月１日
から平成３０年３月３１日までの第２８期事業年度の中間会計期間（平成２９年４月１日から平成２９
年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本
等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中
間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査
の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中
間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの
合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施すること
を求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比
べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中
心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する
内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の
作成基準に準拠して、しんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成２９年９月３０日現在の財政
状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日まで）の
経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書

  

 平成30年２月21日

しんきんアセットマネジメント投信株式会社

　　取　締　役　会　御　中  

  

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 
 

指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員 公認会計士 大畑　茂　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンド
の経理状況」に掲げられているしんきんトピックスオープンの平成29年７月19日から平成30年１月18
日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並び
に中間注記表について中間監査を行った。
 

中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と
して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか
どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実
施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と
比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等
を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 

中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、しんきんトピックスオープンの平成30年１月18日現在の信託財産の状態及び
同日をもって終了する中間計算期間（平成29年７月19日から平成30年１月18日まで）の損益の状況に
関する有用な情報を表示しているものと認める。
 

利害関係
しんきんアセットマネジメント投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間に

は、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当
社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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